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医療費適正化等予算

分野 区分 取組名 経費

医
療
費
適
正
化
対
策
経
費

企画

子育て層に向けた医療費制度啓
発事業

１，１２８

高校生および親世代に向けた医
療制度啓発事業

４２９

ご出産おめでとうセット配布事業 ９４４

業務 医療機関事務講習会の開催 １３２

広
報
・意
見
発
信
経
費

紙
媒
体
に
よ
る
広
報

納入告知書同封チラシの作成 ３，３８８

健康保険委員委嘱勧奨チラシの
作成・封入封緘

２８６

退職者セット（任意継続等案内チ
ラシ）の作成・配布

５１５

限度額適用認定申請書セットの
作成・配布（医療機関向け広報）

３９０

「健康経営推進事業所」認定事業
所一覧ポスターの作成

２２０

分野 区分 取組名 経費

医
療
費
適
正
化
対
策
経
費

企画

①子育て層に向けた医療費制度
啓発事業

１，１７４

②高校生および親世代に向けた
医療制度啓発事業

２６４

③ご出産おめでとうセット配布事
業

１，９６０

④ジェネリック医薬品に関する情
報提供ツール配布の委託事業

４７５

業務
⑤外国人割合が高い事業所への
勧奨・指導事業

１８５

広
報
・意
見
発
信
経
費

紙
媒
体
に
よ
る
広
報

⑥納入告知書同封チラシの作成 ３，３８８

⑦健康保険委員委嘱勧奨チラシ
の作成・封入封緘

２６４

⑧退職者セット（任意継続等案内
チラシ）の作成・配布

３９６

⑨限度額適用認定申請書セット
の作成・配布（医療機関向け広
報）

３３０

⑩医療機関へのポスター掲示に
よる保険証関係広報事業

４４０

《令和２年度》 《令和３年度》

（次ページへ続く）

（単位：千円）

(中止)

ＮＥＷ

ＮＥＷ

(作成済)
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医療費適正化等予算

分野 区分 取組名 経費

広
報
・意
見
発
信
経
費

そ
の
他
の
広
報

地元新聞を活用した広報 １，１３９

ＳＮＳを利用した多言語広報 ４６６

電話内の中吊り広告を使った広
報

６６０

ケーブルテレビ局スポットＣＭ広
報

１，１３９

駅改札口のフロア広告を使った広
報

８２５

ボディステッカー広告（岐阜バス） ２，３６５

位置情報を利用したジェネリック
医薬品使用促進事業

７８５

医療従事者及び来院患者へ向け
たジェネリック医薬品推進事業

６６０

協会けんぽＰＲ用イベントベストの
作成

７７

テレビ広報（情報番組内でのＰＲ） ４４０

《令和２年度》 《令和３年度》

分野 区分 取組名 経費

広
報
・意
見
発
信
経
費

そ
の
他
の
広
報

⑪地元新聞を活用した広報事業 ２，６０２

⑫外国人を対象とした多言語によ
る広報事業

２６４

⑬保育園・幼稚園向け情報誌を
活用した広報事業

２２０

⑭マスメディア・交通広告・タウン
誌を活用した広報事業

２，５８５

⑮インターネット広告を活用した
広報事業

１，４３０

（合計）
（予算枠）

１５，９９０千円

１６，０７７千円

（合計）
（予算枠）

１５，９７８千円

１６，０７７千円

ＮＥＷ

(終了)

(終了)

(作成済)

（千円未満を端数処理しているため、
合計が一致しない場合があります）

（単位：千円）
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医療費適正化等予算

取組名 事業概要 数量

③ご出産おめでとうセット配布事業

出産直後の子どもを持つ家庭に対し、「子ども医療電話相談事業（♯
８０００）」の広報を目的としたキャラクター（アンパンマン）を印字した
お薬手帳カバー、および医療費適正化に関する案内（ジェネリック医
薬品使用促進等）を送付する。

年間
・対象者：６，６００名

⑤外国人割合が高い事業所への勧奨・
指導事業

資格喪失後受診（保険証使用）に係る返納金債権のうち、未納者の
４０％以上を外国人加入者が占めている。

外国人加入者が多い事業所に対して、多国語で作成したパンフレッ
ト配布により、入社時・退社時の説明を依頼する。

年間
・チラシ作成：３，０００部

⑩医療機関へのポスター掲示による保険証
関係広報事業

医療機関受診時等に保険証使用に関する注意点を広報する。

１回あたり
・病院、診療所、歯医者、
薬局、接骨院等：

８，０００部

ＮＥＷ

ＮＥＷ
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医療費適正化等予算

取組名 事業概要 数量

⑬保育園・幼稚園向け情報誌を活用した
広報事業

保育園・幼稚園で配布される子育て情報誌に、上手な医療のかかり
方やジェネリック医薬品の使用促進に関する記事を掲載する。

配布範囲が県外にも及ぶため、愛知支部・三重支部との共同事業と
して実施し、費用は発行部数に応じて按分して負担する。

発行部数
・東海３県で１２万部
岐阜県は２万部
掲載回数
・３回

⑭マスメディア・交通広告・タウン誌を活用
した広報事業

ジェネリックや特定健診等の岐阜支部の課題に対応するため、これ
まで散発で行っていた広報事業を、より効率的・効果的な媒体を選択
することにより実施する。

－

⑮インターネット広告を活用した広報事業
今年度実施した位置情報を利用したものに限らず、岐阜支部の課題
やターゲットに応じて、より効果的な手法により広報を実施する。

－

ＮＥＷ
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保健事業予算

《令和２年度》 《令和３年度》 （単位：千円）

分野 区分 経費

健
診
経
費

事業者健診ＨｂＡ１ｃ追加検査費 ５３

治療中の者の検査結果情報提供料 ５００

健診実施機関実地指導旅費 ２５

集団健診 １５，８８４

事業者健診の結果データ取得 ６，２０４

健診推進経費 ６，１５０

健診受診勧奨等経費 １１，０１５

保
健
指
導
経
費

保健指導機関委託費
（システム対応ができない分）

９３９

中間評価時の血液検査費 ３，９６０

医師謝金 ７７

保健指導用データ等送料 ２０

保健指導用パンフレット作成等経費 ３６０

分野 区分 経費 増減

健
診
経
費

①事業者健診ＨｂＡ１ｃ追加検査費 ５３ ０

②治療中の者の検査結果情報提供料 ５００ ０

③健診実施機関実地指導旅費 ２５ ０

④集団健診 １８，７００ ＋２，８１６

⑤事業者健診の結果データ取得 ５，１３５ ▲１，０６９

⑥健診推進経費 ６，４２９ ＋２７９

⑦健診受診勧奨等経費 ８，６０５ ▲２，４１０

保
健
指
導
経
費

⑧保健指導機関委託費
（システム対応ができない分）

９３９ ０

⑨中間評価時の血液検査費 ３，９６０ ０

⑩医師謝金 ７７ ０

⑪保健指導用データ等送料 ２０ ０

⑫保健指導用パンフレット作成等経費 ３６０ ０

（次ページへ続く）
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保健事業予算

《令和２年度》 《令和３年度》 （単位：千円）

分野 区分 経費

保
健
指
導
経
費

保健指導用事務用品費
（測定用機器類等）

３６０

保健指導用図書購入費 ６０

公民館等における特定保健指導 １２０

保健師募集広告経費（支部） ５０

保健指導推進経費 １，５３５

保健指導利用勧奨経費 ７，２５４

重
症
化
予
防

事
業
経
費

未治療者受診勧奨 １３，８０５

重症化予防対策 ４１３

コ
ラ
ボ
ヘ
ル
ス

事
業
経
費

コラボヘルス事業 １，６９４

情報提供ツール（事業所カルテ等） ０

そ
の
他
の

経
費

その他の保健事業 ７，３２１

保健事業計画アドバイザー経費 ９５

分野 区分 経費 増減

保
健
指
導
経
費

⑬保健指導用事務用品費
（測定用機器類等）

３６０ ０

⑭保健指導用図書購入費 ６０ ０

⑮公民館等における特定保健指導 １２０ ０

⑯保健師募集広告経費（支部） ５０ ０

⑰保健指導推進経費 １，５３５ ０

⑱保健指導利用勧奨経費 ５，３３５ ▲１，９１９

重
症
化
予
防

事
業
経
費

⑲未治療者受診勧奨 １２，９８０ ▲８２５

⑳重症化予防対策 ４１３ ０

コ
ラ
ボ
ヘ
ル
ス

事
業
経
費

㉑コラボヘルス事業 １，４４７ ▲２４７

㉒情報提供ツール（事業所カルテ等） １，５６８ ＋１，５６８

そ
の
他
の

経
費

㉓その他の保健事業 ６，４３１ ▲８９０

㉔保健事業計画アドバイザー経費 １６８ ＋７３

（合計）
（予算枠）

７７，８９４千円

７７，９６５千円

（合計）
（予算枠）

７５，２７０千円

７７，９６５千円
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保健事業予算

区分名（取組名） 事業概要 数量

④集団健診

被扶養者の特定健診に骨強度測定等を追加した「オプショナル集団
健診」の開催を拡大する。（年間１３回→６０回）

また、健診機関と協力して女性向けのオプションを追加することで、
より魅力的な内容とする。

年間
６０回開催

⑦健診受診勧奨等経費
被保険者の生活習慣病予防健診について、小・中規模事業所を対
象とした電話勧奨を外部委託により実施する。

対象
５，０００事業所

⑱＜保健指導利用勧奨経費＞
特定保健指導の訪問勧奨による利用促進

特定保健指導対象者がいる事業所のうち、受け入れていただけてい
ない事業所への訪問勧奨を外部委託し、承諾件数に応じて成功報
酬の支払いを行う。
（今年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響により中止）

年間
２００事業所

㉒情報提供ツール（事業所カルテ等）
健康経営の普及推進等を目的として、年に１回送付している「事業所
健康度診断カルテ」の印刷・発送を、外部委託により実施することで
事務の効率化を図る。

対象
１，５００事業所

㉓その他の保健事業

Ⓐ関係機関とのイベント共催を実施する。
（新型コロナウイルス等の感染対策費含む）
Ⓑ運動習慣の定着を目的として、民間事業者のトレーナーによる
出張型運動講座を事業所へ派遣し、健康づくりのサポートを行う。

年間
Ⓐ５回開催
Ⓑ３０回開催


